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別記様式第２号 別添 

浜の活力再生プラン 

令和５～９年度 

（第二期） 

１ 地域水産業再生委員会 

組 織 名 紀南地域水産業再生委員会 

代表者名 佐田 美知夫（紀南漁業協同組合 代表理事組合長） 

再生委員会の構成員 紀南漁業協同組合、御浜町、紀宝町 

オブザーバー 三重県 

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類 

○対象地域：紀南地域(御浜町及び紀宝町の２町)

○対象漁業種類：大型定置網漁業（１経営体）、刺し網漁業（21経

営体）、一本釣漁業（32経営体）、海女漁業（13経営体）、その他の

漁業（１経営体）

合計 49経営体（令和 4年 3月現在 紀南漁協調べ 兼業者がいるた

め漁業種類別経営体数の合計とは一致しない。） 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

紀南地域は、熊野川を隔て和歌山県新宮市に隣接する三重県最南端に位置し、２町(御浜町

及び紀宝町)にまたがり、阿
あ

田和
た わ

地区（御浜町
みはまちょう

)、井田
い だ

地区及び鵜殿
うどの

地区（紀宝町
きほうちょう

)の三つの

漁業地区から構成されている。黒潮が流れる熊野灘を漁場として、大型定置網漁業、刺し網

漁業、一本釣漁業等が営まれており、特に、大型定置網漁業は水揚げ金額の７割程度を占め

る主要漁業となっている。当地域には入江がなく、静穏な海面がないため養殖業は営まれて

いない。 

当地域で漁獲量が多い魚種は、ブリ、シイラ、サバ類、サワラ、マアジとなっており、そ

のほとんどを大型定置網漁業で漁獲している。大型定置網漁業は年によって水揚量に差があ

り、平成 29 年度～令和３年度の５年間のうち、最も多い年は令和２年度で約 777 トン、最も

少ない年は令和元年度で約 403 トンの水揚量を記録している。また、単価が高く当地域の重

要魚種となっているイセエビを漁獲する刺し網漁業や、カツオ等を漁獲する一本釣漁業も盛

んで、当地域の主要な漁業種類となっている。過去 10 年の地域の総水揚額は、年によって

150百万円～300百万円程度の範囲で変動しており、明確な減少傾向は見られない。 

正組合員数は、高齢化や新たな担い手の不足等により、緩やかに減少している。さらに、

令和元年度からは新型コロナウイルス感染症の拡大により、飲食店の需要低下に伴う高級魚

種の価格下落、水産物の消費拡大を目的とした地域イベントの中止、都市部からの新たな担

い手の確保が難しくなるなどの影響が出ている。 

なお、当地域の水揚げは、当地域唯一の港である鵜殿港（地方港湾）で全て行われてお

り、市場機能も鵜殿港に集約されている。 

（２）その他の関連する現状等 

地元農林水産物などを生産者が直接販売する「紀の宝みなと市」（毎月第２土曜日開催の定期

市）や、地元紀宝町の「見る・遊ぶ・食べる・買う」を満喫できる町の一大イベント「紀宝み

なとフェスティバル」（毎年 10 月）が開催されるなど、地元への集客・交流に向けた取組が進

められている。 
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令和３年度に、未開通区間があった熊野市北部と尾鷲市南部を結ぶ熊野尾鷲道路が完全開通

したことにより、当地域から大都市圏まで交通アクセスが格段に良くなり、人や物流の移動時

間短縮やそれに伴う輸送コスト低減等が図られている。併せて、大雨災害時等の一般道通行止

めがもたらす輸送遅延リスクの解消により、首都圏等の取引先からの信頼度が向上し、販路拡

大に繋がっているなど、流通や販路体制に大きな変化が現れている。 

なお、当地域と和歌山県新宮市北部を結ぶ、新宮紀宝道路も事業着手されており、今後、和

歌山・大阪等関西圏への交通アクセス向上も期待されている。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題 
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

1．漁業収入向上に向けて

【１】水産資源の維持・増大に向けた取組

・関係２町は、イセエビの資源の維持・増大を図るため、イセエビを対象とした築いそ等

の漁場造成に努める。また、漁業者は、小型個体の再放流による資源管理を実施する。

・漁協、漁業者、町は連携して、地先資源の維持・増大を図るため、サザエ、マダイの種

苗放流を行う。また、市場単価が高い新たな放流種苗（アワビ等）の導入を検討し、そ

の放流に努める。

・漁業者は、三重県資源管理指針に基づき策定した伊勢湾口・熊野灘海域における定置網

漁業及び井田地区、阿田和地区地先海域における刺し網漁業の資源管理計画の取組を遵

守し、水産資源の維持・増大を図る。また、新制度のもと資源管理協定を締結し、資源

の維持増大に努める。

【２】担い手確保の取組 

・漁協、漁業者、町、県等は連携して、県内外から新たな担い手を持続的に受け入れてい

けるよう、主に定置網漁業への就業をめざす「紀南漁師塾」を開催し、若者等が水産業

に就業しやすい環境整備に取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、地域内における将来の担い手の確保・育成を図るため、

地元中学生、高校生を対象とした漁業体験の実施に取り組む。
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【３】魚食普及、流通・販路開拓、地域水産物ＰＲの取組 

・漁協、漁業者、町等は連携して、毎月第２土曜日開催の「紀の宝みなと市」及び毎年 10

月開催の「紀宝フェスティバル」において、鮮魚や水産物加工品(アジ、イワシの干物

等)を販売し、魚食普及や消費拡大に取り組む。

・漁業者自らが水産物加工(イセエビ、アマダイ等の冷凍加工)や販売に携わり、料理店等

へ直売する６次産業化に取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、イセエビ等水産物をふるさと納税の返礼品とするなど、

当地域の水産物のＰＲに取り組む。

【４】紀南漁業協同組合地方卸売市場における衛生管理と出荷能力の強化 

・安全安心な水産物を消費者に提供し、地域水産物のイメージアップや付加価値向上を図

るため、漁協は、漁業者や市場利用者と連携し、ソフト（研修会等）、ハード（衛生管理

のための防鳥ネットの整備等）両面から産地市場における衛生品質管理の向上に努め

る。

・漁協は、定置網大漁時の水揚げ保留の事態を回避するため、鮮度管理に必要な氷を供給

する施設や出荷用設備（水槽等）を計画的に整備する。

２．漁業コスト削減に向けて 

【１】省エネ型機器の導入、燃油削減の取組 

・漁業者は、操業コストの削減、操業の効率化・省力化を図るため、漁船リース事業、新

リース事業等の支援制度を活用し、漁船、漁具、省エネ機器等の導入に取り組む。

・漁業者は、燃料消費量を削減するため、定期的な船底清掃、減速走行の遵守、積載物の

軽量化に取り組む。

・漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業等を活用し、燃油等の高騰に備え、経

営安定に努める。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

・漁業法、三重県漁業調整規則等の漁業関係法令の遵守

・三重県資源管理指針に基づく資源管理計画の遵守（休漁期間の設定※）

・資源管理協定の遵守（休漁期間の設定）

※休漁期間については定置網漁業：9 月 5 日～9 月 20 日、刺網漁業（阿田和地区）：1 月の満

月を含む連続する 8 日間及び 2 月の満月を含む連続する 7 日間、刺網漁業（井田地区）：1

月 1日から 1月 31日まで

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

１年目（令和５年度） 所得向上（基準年比 5.7％） 

漁業収入向上の

ための取組 

【１】水産資源の維持・増大に向けた取組 

・関係２町は、イセエビの資源の維持・増大を図るため、イセエビを対

象とした築いそ等の漁場造成に向けた計画を策定する。また、漁業者

は、小型個体の再放流による資源管理を実施する。

【刺し網漁業の漁獲量維持】 

・漁協、漁業者、町は連携して、地先資源の維持・増大を図るため、サ

ザエ、マダイの種苗放流を行うほか、市場単価が高い新たな放流種苗

（アワビ等）の導入を検討する。

【定置網、刺し網、一本釣、海女漁業の漁獲量維持】 

・漁業者は、三重県資源管理指針に基づき策定した伊勢湾口・熊野灘

海域における定置網漁業及び井田地区、阿田和地区地先海域におけ

る刺し網漁業の資源管理計画の取組を遵守し、水産資源の維持・増

大を図る。また、新制度の資源管理協定を締結し、資源の維持増大
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に努める。 

【定置網、刺し網漁業の漁獲量維持】 

【２】担い手確保の取組 

・漁協、漁業者、町、県等は連携して、県内外から新たな担い手を持続

的に受け入れていけるよう、主に定置網漁業への就業をめざす「紀南

漁師塾」を開催し、若者等が水産業に就業しやすい環境整備に取り組

む。

・漁協、漁業者、町は連携して、地域内における将来の担い手の確保・

育成を図るため、地元中学生、高校生を対象とした漁業体験の実施に

取り組む。

【３】魚食普及、流通・販路開拓、地域水産物ＰＲの取組 

・漁協、漁業者、町等は連携して、毎月第２土曜日開催の「紀の宝みな

と市」及び毎年 10月開催の「紀宝フェスティバル」において、鮮魚や

水産物加工品(アジ、イワシの干物等)を販売し、魚食普及や消費拡大

に取り組む。

【定置網、刺し網、一本釣漁業の魚価向上】 

・漁業者自らが水産物加工(イセエビ、アマダイ等の冷凍加工)や販売に

携わり、料理店等へ直売する６次産業化に取り組む。

【刺し網漁業の魚価向上】 

・漁協、漁業者、町は連携して、イセエビ等水産物をふるさと納税の返

礼品とするなど、当地域の水産物のＰＲに取り組む。

【刺し網漁業の魚価向上】 

【４】紀南漁業協同組合地方卸売市場における衛生管理と出荷能力の強化 

・安全安心な水産物を消費者に提供し、地域水産物のイメージアップや

付加価値向上を図るため、漁協は、漁業者や市場利用者と連携し、ソ

フト（研修会等）、ハード（衛生管理のための防鳥ネットの整備等）

両面から産地市場における衛生品質管理の向上に努める。

【定置網、刺し網、一本釣、海女漁業の魚価向上】 

・漁協は、定置網大漁時の水揚げ保留の事態を回避するため、鮮度管理

に必要な氷を供給する施設や出荷用設備（水槽等）の整備に向けた計

画を策定する。

【定置網、刺し網、一本釣、海女漁業の魚価向上】 

漁業コスト削減

のための取組 

・漁業者は、操業コストの削減、操業の効率化・省力化を図るため、漁船

リース事業、新リース事業等の支援制度を活用し、漁船、漁具、省エネ

機器等の導入に取り組む。

・漁業者は、燃料消費量を削減するため、定期的な船底清掃、減速走行の

遵守、積載物の軽量化に取り組む。

・漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業等を活用し、燃油等の

高騰に備え、経営安定に努める。

活用する支援措

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

漁業収入安定対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（漁船リース事業） 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業（新リース事業） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

県単沿岸漁場整備事業 

２年目（令和６年度） 所得向上（基準年比 8.1％） 

漁業収入向上の

ための取組 

【１】水産資源の維持・増大に向けた取組 

・関係２町は、昨年度に策定した計画に則り、イセエビを対象とした築
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 いそ等の漁場造成に努める。また、漁業者は、小型個体の再放流によ

る資源管理を継続して実施する。 

・漁協、漁業者、町は連携して、地先資源の維持・増大を図るため、サ

ザエ、マダイの種苗放流を継続して行うほか、市場単価が高い新たな

放流種苗（アワビ等）を導入し、その放流に努める。 

・漁業者は、締結した資源管理協定を遵守し、水産資源の維持・増大

を図る。 

【２】担い手確保の取組 

・漁協、漁業者、町、県等は連携して、県内外から新たな担い手を持続

的に受け入れていけるよう、主に定置網漁業への就業をめざす「紀南

漁師塾」を継続して開催し、若者等が水産業に就業しやすい環境整備

に取り組む。 

・漁協、漁業者、町は連携して、地域内における将来の担い手の確保・

育成を図るため、地元中学生、高校生を対象とした漁業体験の実施に

継続して取り組む。 

【３】魚食普及、流通・販路開拓、地域水産物ＰＲの取組 

・漁協、漁業者、町等は連携して、毎月第２土曜日開催の「紀の宝みな

と市」及び毎年 10月開催の「紀宝フェスティバル」において、鮮魚や

水産物加工品(アジ、イワシの干物等)を販売し、魚食普及や消費拡大

に継続して取り組む。 

・漁業者自らが水産物加工(イセエビ、アマダイ等の冷凍加工)や販売に

携わり、料理店等へ直売する６次産業化に継続して取り組む。 

・漁協、漁業者、町は連携して、イセエビ等水産物をふるさと納税の返

礼品とするなど、当地域の水産物のＰＲに継続して取り組む。 

【４】紀南漁業協同組合地方卸売市場における衛生管理と出荷能力の強化 

・安全安心な水産物を消費者に提供し、地域水産物のイメージアップや

付加価値向上を図るため、漁協は、漁業者や市場利用者と連携し、ソ

フト（研修会等）、ハード（衛生管理のための防鳥ネットの整備等）

両面から産地市場における衛生品質管理の向上に継続して努める。 

・漁協は、定置網大漁時の水揚げ保留の事態を回避するため、鮮度管理

に必要な氷を供給する施設や出荷用設備（水槽等）を計画的に整備す

る。 

漁業コスト削減

のための取組 

・漁業者は、操業コストの削減、操業の効率化・省力化を図るため、漁船

リース事業、新リース事業等の支援制度を継続して活用し、漁船、漁

具、省エネ機器等の導入に取り組む。 

・漁業者は、燃料消費量を削減するため、定期的な船底清掃、減速走行の

遵守、積載物の軽量化に継続して取り組む。 

・漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業等を継続して活用し、

燃油等の高騰に備え、経営安定に努める。 

活用する支援措

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

漁業収入安定対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（漁船リース事業） 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業（新リース事業） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

県単沿岸漁場整備事業 

 

３年目（令和７年度） 所得向上（基準年比 10.6％） 

漁業収入向上の

ための取組 

【１】水産資源の維持・増大に向けた取組 

・関係２町は、イセエビの資源の維持・増大を図るため、イセエビを対
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象とした築いそ等の漁場造成に努める。また、漁業者は、小型個体の

再放流による資源管理を実施する。 

・漁協、漁業者、町は連携して、地先資源の維持・増大を図るため、サ

ザエ、マダイの種苗放流を継続して行うほか、市場単価が高い新たな

放流種苗（アワビ等）の導入を継続し、その放流に努める。

・漁業者は、資源管理協定を遵守し、水産資源の維持・増大を図る。

【２】担い手確保の取組 

・漁協、漁業者、町、県等は連携して、県内外から新たな担い手を持続

的に受け入れていけるよう、主に定置網漁業への就業をめざす「紀南

漁師塾」を継続して開催し、若者等が水産業に就業しやすい環境整備

に取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、地域内における将来の担い手の確保・

育成を図るため、地元中学生、高校生を対象とした漁業体験の実施に

継続して取り組む。

【３】魚食普及、流通・販路開拓、地域水産物ＰＲの取組 

・漁協、漁業者、町等は連携して、毎月第２土曜日開催の「紀の宝みな

と市」及び毎年 10月開催の「紀宝フェスティバル」において、鮮魚や

水産物加工品(アジ、イワシの干物等)を販売し、魚食普及や消費拡大

に継続して取り組む。

・漁業者自らが水産物加工(イセエビ、アマダイ等の冷凍加工)や販売に

携わり、料理店等へ直売する６次産業化に継続して取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、イセエビ等水産物をふるさと納税の返

礼品とするなど、当地域の水産物のＰＲに継続して取り組む。

【４】紀南漁業協同組合地方卸売市場における衛生管理と出荷能力の強化 

・安全安心な水産物を消費者に提供し、地域水産物のイメージアップや

付加価値向上を図るため、漁協は、漁業者や市場利用者と連携し、ソ

フト（研修会等）、ハード（衛生管理のための防鳥ネットの整備等）

両面から産地市場における衛生品質管理の向上に継続して努める。

・漁協は、定置網大漁時の水揚げ保留の事態を回避するために導入した

施設や設備の適切な維持管理を実施する。

漁業コスト削減

のための取組 

・漁業者は、操業コストの削減、操業の効率化・省力化を図るため、漁船

リース事業、新リース事業等の支援制度を継続して活用し、漁船、漁

具、省エネ機器等の導入に取り組む。

・漁業者は、燃料消費量を削減するため、定期的な船底清掃、減速走行の

遵守、積載物の軽量化に継続して取り組む。

・漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業等を継続して活用し、

燃油等の高騰に備え、経営安定に努める。

活用する支援措

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

漁業収入安定対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

県単沿岸漁場整備事業 

４年目（令和８年度） 所得向上（基準年比 13.0％） 

漁業収入向上の

ための取組 

【１】水産資源の維持・増大に向けた取組 

・関係２町は、イセエビの資源の維持・増大を図るため造成した築いそ

等の効果を検証するためモニタリングに努める。また、漁業者は、小

型個体の再放流による資源管理を実施する。
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・漁協、漁業者、町は連携して、地先資源の維持・増大を図るため、サ

ザエ、マダイの種苗放流を継続して行うほか、市場単価が高い新たな

放流種苗（アワビ等）の導入を継続し、その放流に努める。

・漁業者は、資源管理協定を遵守し、水産資源の維持・増大を図る。

【２】担い手確保の取組 

・漁協、漁業者、町、県等は連携して、県内外から新たな担い手を持続

的に受け入れていけるよう、主に定置網漁業への就業をめざす「紀南

漁師塾」を継続して開催し、若者等が水産業に就業しやすい環境整備

に取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、地域内における将来の担い手の確保・

育成を図るため、地元中学生、高校生を対象とした漁業体験の実施に

継続して取り組む。

【３】魚食普及、流通・販路開拓、地域水産物ＰＲの取組 

・漁協、漁業者、町等は連携して、毎月第２土曜日開催の「紀の宝みな

と市」及び毎年 10月開催の「紀宝フェスティバル」において、鮮魚や

水産物加工品(アジ、イワシの干物等)を販売し、魚食普及や消費拡大

に継続して取り組む。

・漁業者自らが水産物加工(イセエビ、アマダイ等の冷凍加工)や販売に

携わり、料理店等へ直売する６次産業化に継続して取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、イセエビ等水産物をふるさと納税の返

礼品とするなど、当地域の水産物のＰＲに継続して取り組む。

【４】紀南漁業協同組合地方卸売市場における衛生管理と出荷能力の強化 

・安全安心な水産物を消費者に提供し、地域水産物のイメージアップや

付加価値向上を図るため、漁協は、漁業者や市場利用者と連携し、ソ

フト（研修会等）、ハード（衛生管理のための防鳥ネットの整備等）

両面から産地市場における衛生品質管理の向上に継続して努める。

・漁協は、定置網大漁時の水揚げ保留の事態を回避するために導入した

施設や設備の適切な維持管理を実施する。

漁業コスト削減

のための取組 

・漁業者は、操業コストの削減、操業の効率化・省力化を図るため、漁船

リース事業、新リース事業等の支援制度を継続して活用し、漁船、漁

具、省エネ機器等の導入に取り組む。

・漁業者は、燃料消費量を削減するため、定期的な船底清掃、減速走行の

遵守、積載物の軽量化に継続して取り組む。

・漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業等を継続して活用し、

燃油等の高騰に備え、経営安定に努める。

活用する支援措

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

漁業収入安定対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（漁船リース事業） 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業（新リース事業） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

県単沿岸漁場整備事業 

５年目（令和９年度） 所得向上（基準年比 15.4％） 

漁業収入向上の

ための取組 

【１】水産資源の維持・増大に向けた取組 

・関係２町は、イセエビの資源の維持・増大を図るため造成した築いそ

等の効果を検証するためモニタリングに努める。また、漁業者は、小

型個体の再放流による資源管理を実施する。

・漁協、漁業者、町は連携して、地先資源の維持・増大を図るため、サ

ザエ、マダイの種苗放流を継続して行うほか、市場単価が高い新たな
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放流種苗（アワビ等）の導入を継続し、その放流に努める。 

・漁業者は、資源管理協定を遵守し、水産資源の維持・増大を図る。

【２】担い手確保の取組 

・漁協、漁業者、町、県等は連携して、県内外から新たな担い手を持続

的に受け入れていけるよう、主に定置網漁業への就業をめざす「紀南

漁師塾」を継続して開催し、若者等が水産業に就業しやすい環境整備

に取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、地域内における将来の担い手の確保・

育成を図るため、地元中学生、高校生を対象とした漁業体験の実施に

継続して取り組む。

【３】魚食普及、流通・販路開拓、地域水産物ＰＲの取組 

・漁協、漁業者、町等は連携して、毎月第２土曜日開催の「紀の宝みな

と市」及び毎年 10月開催の「紀宝フェスティバル」において、鮮魚や

水産物加工品(アジ、イワシの干物等)を販売し、魚食普及や消費拡大

に継続して取り組む。

・漁業者自らが水産物加工(イセエビ、アマダイ等の冷凍加工)や販売に

携わり、料理店等へ直売する６次産業化に継続して取り組む。

・漁協、漁業者、町は連携して、イセエビ等水産物をふるさと納税の返

礼品とするなど、当地域の水産物のＰＲに継続して取り組む。

【４】紀南漁業協同組合地方卸売市場における衛生管理と出荷能力の強化 

・安全安心な水産物を消費者に提供し、地域水産物のイメージアップや

付加価値向上を図るため、漁協は、漁業者や市場利用者と連携し、ソ

フト（研修会等）、ハード（衛生管理のための防鳥ネットの整備等）

両面から産地市場における衛生品質管理の向上に継続して努める。

・漁協は、定置網大漁時の水揚げ保留の事態を回避するために導入した

施設や設備の適切な維持管理を実施する。

漁業コスト削減

のための取組 

・漁業者は、操業コストの削減、操業の効率化・省力化を図るため、漁船

リース事業、新リース事業等の支援制度を継続して活用し、漁船、漁

具、省エネ機器等の導入に取り組む。

・漁業者は、燃料消費量を削減するため、定期的な船底清掃、減速走行の

遵守、積載物の軽量化に継続して取り組む。

・漁業者は、漁業経営セーフティーネット構築事業等を継続して活用し、

燃油等の高騰に備え、経営安定に努める。

活用する支援措

置等 

浜の活力再生・成長促進交付金 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

漁業収入安定対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（漁船リース事業） 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業（新リース事業） 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

県単沿岸漁場整備事業 

（５）関係機関との連携 

・三重県漁業協同組合連合会等水産関係団体及び公益財団法人三重県農林水産支援センター

等の関係機関と情報共有を図りながら連携して取組を進める。

・市場の衛生化を進めるにあたり、専門家に指導を求めるとともに、仲買業者等全ての市場

利用者との調整を図る。

４ 目標 

（１）所得目標 
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漁業所得の向上 10％以上 基準年 平成 29年度～令和３年度５中３平均： 

漁業所得（構成員総所得）円 

目標年 令和９年度： 

漁業所得（構成員総所得）円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性 

（３）所得目標以外の成果目標 

水産物（※）平均単価の向

上 

基準年 平成 29年度～令和３年度５中３平均： 

漁獲物平均単価 347.4円/㎏ 

目標年 令和９年度： 

漁獲物平均単価 350.9円/㎏ 

※：定置網漁業、刺し網漁業、一本釣り漁業、海女漁業の４漁業種類による水揚生産物 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

所得目標に係る計算の対象とした４漁業種類の合計水揚金額、水揚量から平均単価を算出

した。 

市場衛生化の取組等を予定し、多くの漁業種類の漁獲物の単価向上が見込まれ、所得目標

も主にその効果に基づき算出していることから、補助的指標として妥当である。 

なお、計算に用いた数字については、別添の所得算出資料のとおり。 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生・成長促進交付金 築いそや共同利用施設の整備 

漁業経営セーフティーネット構築事業 燃油、配合飼料等の価格高騰に備え経営の安定化

を図る 

漁業収入安定対策事業 漁業共済・積立ぷらすにより経営の安定化を図る 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

（漁船リース事業） 

漁船の導入により操業コストの削減、操業の効率

化・省力化を図る 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業（新

リース事業）

漁具等の導入により操業コストの削減、操業の効

率化・省力化を図る 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 省エネ型機器等の導入により操業コストの削減を

図る 

県単沿岸漁場整備事業 築いそ等の漁場造成 




